	【２　職員の数等】
	※この調書は、広域振興局長が指定する日の状況を記入すること。
	

	基準（国基準による。）
	申請施設における職員配置数（認可の基準に対する対応状況を具体的に記載すること）
	適否

	【第５条第３項】
幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び保育（満３歳未満の園児については、その保育。以下同じ。）に直接従事する職員の数は、次の表の上欄に掲げる園児の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める員数以上とする。ただし、当該職員の数は、常時２人を下ってはならない。
園児の区分

員数

一　満４歳以上の園児

おおむね30人につき１人

二　満３歳以上満４歳未満の園児

おおむね20人につき１人

三　満１歳以上満３歳未満の園児

おおむね６人につき１人

四　満１歳未満の園児

おおむね３人につき１人

備考

一　この表に定める員数は、副園長（幼稚園の教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２項に規定する普通免許状をいう。以下この号において同じ。）を有し、かつ、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第18条の18第１項の登録（以下この号において「登録」という。）を受けたものに限る。）、教頭（幼稚園の教諭の普通免許状を有し、かつ、登録を受けたものに限る。）、主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭、助保育教諭又は講師であって、園児の教育及び保育に直接従事する者の数をいう。

二　この表に定める員数は、同表の左欄の園児の区分ごとに右欄の園児数に応じ定める数を合算した数とする。

三　この表の第１号及び第２号に係る員数が学級数を下るときは、当該学級数に相当する数を当該員数とする。

四　園長が専任でない場合は、原則としてこの表に定める員数を１人増加するものとする。

【短時間勤務（非常勤）の職員の扱い】
（幼保連携型認定こども園に置かれる講師）

法施行規則第10条

講師は、常時勤務に服しないことができる。
附　則

（幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例）

第五条　園児の登園又は降園の時間帯その他の園児が少数である時間帯において、第五条第三項本文の規定により必要となる園児の教育及び保育に直接従事する職員（以下「職員」という。）の数が一人となる場合には、当分の間、同項の規定により置かなければならない職員のうち一人は、同項の表備考第一号の規定にかかわらず、都道府県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者とすることができる。

第六条　第五条第三項の表備考第一号に定める者については、当分の間、小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者（現に当該施設において主幹養護教諭及び養護教諭として従事している者を除く。以下「小学校教諭等免許状所持者」という。）をもって代えることができる。この場合において、当該小学校教諭等免許状所持者は補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。

第七条　一日につき八時間を超えて開所する幼保連携型認定こども園において、開所時間を通じて必要となる職員の総数が、利用定員に応じて置かなければならない職員の数を超える場合における第五条第三項の表備考第一号に定める者については、当分の間、開所時間を通じて必要となる職員の総数から、利用定員に応じて置かなければならない職員の数を差し引いて得た数の範囲で、都道府県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者をもって代えることができる。この場合において、当該者は補助者として従事する場合を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。

第八条　前二条の規定により第五条第三項の表備考第一号に定める者を小学校教諭等免許状所持者又は都道府県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者をもって代える場合においては、当該小学校教諭等免許状所持者並びに都道府県知事が保育教諭と同等の知識及び経験を有すると認める者の総数は、同項の規定により置かなければならない職員の数の三分の一を超えてはならない。
	園児の数は園則に定める利用定員を記載すること。また、計算結果は小数点第２位以下切捨とすること。
【基準】

０歳児担当職員数    　　　0歳児　  人×1/３＝　.　人･･･①
１・２歳児担当職員数　　1･2歳児　  人×1/６＝　.　人･･･②
３歳児担当職員数　　　　　3歳児　  人×1/20＝　.　人･･･③
４・５歳児担当職員数　　4･5歳児　  人×1/30＝　.　人･･･④
３歳児の学級数 　 　学級･･･⑤
４歳児の学級数 　 　学級＋５歳児の学級数　 　学級＝　 　学級･･･⑥
③と⑤を比較していずれか大きい数    　.　人･･･⑦
④と⑥を比較していずれか大きい数　  　.　人･･･⑧
園長が専任の場合　　　０人･･･⑨　　　⑨・⑩のいずれか１つを選択（該当する番号を○で囲むこと。）
園長が専任で無い場合　１人･･･⑩　　
①+②+⑦＋⑧+（⑨又は⑩）　　.　人（小数有）⇒　四捨五入 　  人（整数）･･･⑪
⑪と２人を比較して、いずれか大きい数　 　 人･･･Ａ

【申請内容】

　常勤職員
　　０歳児担当職員 　　 　 .　人･･･⑫
　　１・２歳児担当職員　　 .　人･･･⑬
　　３歳児学級担任職員　　　　　　　　　 .　人･･･⑭
　　３歳児担当職員（学級担任を除く）　　 .　人･･･⑮
　　４歳児学級担任職員　　 .　人･･･⑯
５歳児学級担任職員　　 .　人･･･⑰
　　４・５歳児担当職員(学級担任を除く)　 .　人･･･⑱      　　⑫～⑱の合計　　　人（整数）･･･Ｂ
　常時勤務に服しない職員（常時勤務に服しないことができるのは講師のみであること。法施行規則第10条）

⑳～28については、就業規則等で常勤職員の１か月当たりの勤務時間数を定めていない場合は、１週間当たりの勤務時間数を記入すること。

０歳児担当職員　　 １か月（1週間）あたりの総勤務時間数　　　　h･･･⑳
１・２歳児担当職員 １か月（1週間）あたりの総勤務時間数　　　　h･･･21
３歳児学級担任職員 １か月（1週間）あたりの総勤務時間数　　　　h･･･22

３歳担当職員（学級担任を除く。）１か月（1週間）あたりの総勤務時間数　　　　h･･･23
４歳児学級担任職員 １か月（1週間）あたりの総勤務時間数　　　　h･･･24

５歳児学級担任職員 １か月（1週間）あたりの総勤務時間数　　　　h･･･25

　　４・５歳児担当職員（学級担任を除く）１か月（1週間）あたりの総勤務時間数　　　　h･･･26　
⑳～26の合計 　　　ｈ･･･27
　就業規則等で定めた常勤職員の1か月（1週間）あたりの総勤務時間数　　　ｈ･･･28

27÷28＝　.　人⇒　四捨五入 　  人（整数）･･･Ｃ
国基準附則第６条（条例附則第11項）を適用する者
　　０歳児担当職員 　　 　 .　人･･･29
　　１・２歳児担当職員　　 .　人･･･30
　　３歳児担当職員（学級担任を除く）　　 .　人･･･31
　　４・５歳児担当職員(学級担任を除く)　 .　人･･･32      　　29～32の合計　　　人（整数）･･･Ｄ
　Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝　　　人･･･Ｅ
【審査１】

　　Ａ≦Ｅであれば、基準を満たしている。

　　Ａ 　　人　≦　Ｅ 　　人
【審査２】職員の数等に係る特例を適用しない場合の利用時間帯別の職員配置基準の確認

　　申請書の様式第３号の「７　時間帯別の園児数及び園児の教育及び保育に直接従事する職員数」において、全ての時間帯で職員数が職員配置基準以上となっているか。

　　　是　　・　　　否　　・　　　該当なし

【審査３】職員の数等に係る特例を適用する場合の利用時間帯別の職員配置基準の確認

　　申請書の様式第３号の「13　時間帯別の園児数及び園児の教育及び保育に直接従事する職員数（幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例を適用する場合）」の全ての時間帯において、職員数(人)欄の計欄の数が、計欄の小数点以下第１位を四捨五入（２を下回る場合は２）欄の数以上となっているか。

　　　是　　・　　　否　　・　　　該当なし

【審査４】国基準附則第５条（条例附則第10項）を適用する場合の要件の確認

　　申請書の様式第３号の「13　時間帯別の園児数及び園児の教育及び保育に直接従事する職員数（幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例を適用する場合）」の国基準附則第５条（条例附則第10項）を適用する時間帯（対応職員氏名(番号)欄の表９欄に職員氏名等の記入のある時間帯）において、職員数(人)欄の表１・表３欄の数が１以上、表９欄の数が１となっているか。

　　　是　　・　　　否　　・　　　該当なし

【審査５】国基準附則第６条又は附則第７条（条例附則第11項又は条例附則第12項の規定による読み替え後の条例附則第11項後段）を適用する場合の要件の確認

　　申請書の様式第３号の「13　時間帯別の園児数及び園児の教育及び保育に直接従事する職員数（幼保連携型認定こども園の職員の数等に係る特例を適用する場合）」の国基準附則第５条（条例附則第10項）を適用する時間帯（対応職員氏名(番号)欄の表９欄に職員氏名等の記入のある時間帯）を除く全ての時間帯において、特例適用者配置率欄の数が１を３で除して得た数（１÷３＝0.333････）以下となっているか。

　　　是　　・　　　否　　・　　　該当なし

【審査６】国基準附則第６条（条例附則第11項）を適用する場合の要件の確認

　　　Ｆが、１を３で除して得た数（１÷３＝0.333････）以下となっていれば基準を満たしている

　　　Ｄ　÷　Ａ　＝　　　　　･･･Ｆ　　・　　　該当なし


	適・否
適・否

適・否

適・否

適・否

適・否




	基準（国基準による。）
	申請の内容
	適否

	【職員配置の特例】

【附則第２条第１項】

施行日から起算して５年間（平成32年3月31日までの間）は、みなし幼保連携型認定こども園（一部改正法附則第３条第１項の規定により法第17条第１項の設置の認可があったものとみなされた旧幼保連携型認定こども園（一部改正法による改正前の法第７条第１項に規定する認定こども園である同法第３条第３項に規定する幼保連携施設（幼稚園及び保育所で構成されるものに限る。）をいう。）をいう。）の職員配置については、なお従前の例によることができる。
	【特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

※　この特例は、公立施設については適用されないので留意すること。
	適・否


	区分
	基準（国基準による。）
	特例（国基準による。）
	申請の内容
	適否

	学級担任
	【第５条第１項】

　幼保連携型認定こども園には、各学級ごとに担当する専任の主幹保育教諭、指導保育教諭又は保育教諭を一人以上置かなければならない。

　
	特例あり
	【申請内容】

　３歳児学級数　　　　　　学級･･･①

　３歳児学級担任　　主幹保育教諭　　　名

　　　　　　　　　　指導保育教諭　　　名

　　　　　　　　　　保育教諭　　　　　名

　　　　　　　　　　計　　　　　　　　名･･･②

　４歳児学級数　　　　　　学級･･･③

　４歳児学級担任　　主幹保育教諭　　　名

　　　　　　　　　　指導保育教諭　　　名

　　　　　　　　　　保育教諭　　　　　名

　　　　　　　　　　計　　　　　　　　名･･･④

５歳児学級数　　　　　　学級･･･⑤

　５歳児学級担任　　主幹保育教諭　　　名

　　　　　　　　　　指導保育教諭　　　名

　　　　　　　　　　保育教諭　　　　　名

　　　　　　　　　　計　　　　　　　　名･･･⑥

【審査】

　以下の全てを満たすこと。

　　①　≦②　・③　≦④　・⑤　≦⑥　

	適・否



	
	
	【学級担任となる者の特例】

【第５条第２項】

特別の事情があるときは、学級担任は、専任の副園長若しくは教頭が兼ね、又は当該幼保連携型認定こども園の学級数の三分の一の範囲内で、専任の助保育教諭若しくは講師をもって代えることができる。

【第５条第３項の表中備考第1号】

この特例を適用する場合の副園長若しくは教頭は、幼稚園の教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２項に規定する普通免許状をいう。）を有し、かつ、児童福祉法第18条の18第１項の登録を受けた者であって、園児の教育及び保育に直接従事する者であること。

【附則第３条】

施行日から起算して５年間（平成32年3月31日までの間）は、この特例を適用する場合の副園長若しくは教頭は、幼稚園の教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２項に規定する普通免許状をいう。）を有し、又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第18条の18第１項の登録を受けた者であって、園児の教育及び保育に直接従事する者であることとすることができる。
	【特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【特例を適用する特別の事情】

【申請内容】

　３歳児学級数　　　　　　学級･･･①

　３歳児学級担任

　　主幹保育教諭　　　名　教頭　　　　　名

　　指導保育教諭　　　名　助保育教諭　　名･･･②

　　保育教諭　　　　　名　講師　　　　. 名･･･③

　　副園長　　　　　　名　計　　　　　. 名･･･④

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　４歳児学級数　　　　　　学級･･･⑤

　４歳児学級担任

　　主幹保育教諭　　　名　教頭　　　　　名

　　指導保育教諭　　　名　助保育教諭　　名･･･⑥

　　保育教諭　　　　　名　講師　　　　. 名･･･⑦

　　副園長　　　　　　名　計　　　　　. 名･･･⑧

　５歳児学級数　　　　　　学級･･･⑨

　５歳児学級担任

　　主幹保育教諭　　　名　教頭　　　　　名

　　指導保育教諭　　　名　助保育教諭　　名･･･⑩

　　保育教諭　　　　　名　講師　　　　. 名･･･⑪

　　副園長　　　　　　名　計　　　　　. 名･･･⑫

【審査１】

　以下の基準を全て満たすこと。

　①　≦④　. ・⑤　≦⑧　. ・⑨　≦⑫　. 
【審査２】

　⑮≦⑭となること。

　①+⑤+⑨＝　　　学級･･･⑬

　⑬×1/3＝　.  （小数点第2位以下切り捨て）･･･⑭　

　②+③+⑥+⑦+⑩+⑪＝　　.　･･･⑮

　⑮　.　≦⑭　.　
	適・否

適・否



	調理員
	【第５条第４項】

幼保連携型認定こども園には、調理員を置かなければならない。
	特例あり
	【申請内容】

　調理員配置状況（　　　名配置）

　　職名　　　　　氏名


	適・否



	
	
	【調理員を配置しない特例】

【第５条第４項ただし書き】

次の各号に掲げる要件を満たす幼保連携型認定こども園は、当該幼保連携型認定こども園の満三歳以上の園児に対する食事の提供について、当該幼保連携型認定こども園外で調理し搬入する方法により行うことができる。

この場合において、調理業務の全部を委託する幼保連携型認定こども園にあっては、調理員を置かないことができる。

①　園児に対する食事の提供の責任が当該幼保連携型認定こども園にあり、その管理者が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が確保されていること。

②　当該幼保連携型認定こども園又は他の施設、保健所、市町村等の栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。

③　調理業務の受託者を、当該幼保連携型認定こども園における給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。

④　園児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができること。

⑤　食を通じた園児の健全育成を図る観点から、園児の発育及び発達の過程に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めること。
	【特例の適用】

該当するものを○で囲むこと。

　　　適用する　　・　　適用しない

【要件①を満たす具体的な内容】

【要件②を満たす具体的な内容】

【要件③を満たす具体的な内容】

【要件④を満たす具体的な内容】

【要件⑤を満たす具体的な内容】


	適・否

適・否

適・否

適・否

適・否

適・否



	副園長又は教頭
	【第５条第５項第１号】

幼保連携型認定こども園には、副園長又は教頭を置くよう努めなければならない。
	特例なし（努力義務であり必置ではない。）
	【副園長又は教頭の配置状況】

該当するものを○で囲むこと。

配置している　　・　配置していない

【配置している場合の当該職員の職、氏名】

　　　職名　　　　　氏名
	適・否

	主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭
	【第５条第５項第２号】

幼保連携型認定こども園には、主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭を置くよう努めなければならない。
	特例なし（努力義務であり必置ではない。）
	【主幹養護教諭、養護教諭又は養護助教諭の配置状況】

該当するものを○で囲むこと。

配置している　　・　配置していない

【配置している場合の当該職員の職、氏名】

　　　職名　　　　　氏名
	適・否



	事務職員
	【第５条第５項第３号】

幼保連携型認定こども園には、事務職員を置くよう努めなければならない。
	特例なし（努力義務であり必置ではない。）
	【事務職員の配置状況】

該当するものを○で囲むこと。

配置している　　・　配置していない

【配置している場合の当該職員の職、氏名】

　　　職名　　　　　氏名
	適・否



	学校医、学校歯科医、学校薬剤師
	【認定こども園法第27条による学校保健安全法第23条の準用】

第23条 　学校には、学校医を置くものとする。 

２　大学以外の学校には、学校歯科医及び学校薬剤師を置くものとする。
	特例なし（学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は必置であること。）
	【学校医】

　職名　　　　　　氏名

【学校歯科医】

職名　　　　　　氏名

【学校薬剤師】

　

職名　　　　　　氏名


	適・否




【常時勤務に服しない職員の常勤換算の方法】


内閣府：公定価格に関するＦＡＱ（よくある質問）Ｖｅｒ．１（平成26年6月4日時点版）№９


①　短時間勤務（1日6時間未満又は月20日未満勤務）の教育・保育従事者


　次の条件の全てを満たす場合には、配置基準や加算算定上の定数の一部に短時間勤務者を充てることができます。


　・　学級担任は原則常勤専任であること


　・　常勤の教育・保育に従事する者が各組や各グループに1名以上（乳児を含む各組や各グループであって当該組


　・　グループに係る配置基準上の定数が2名以上の場合は、1名以上ではなく2名以上）配置されていること


　・　常勤の教育・保育に従事する者に代えて短時間勤務の教育・保育に従事する者を充てる場合の勤務時間数が、常勤を充てる場合の勤務時間数を上回ること





②　1日6時間以上かつ月20日以上勤務する教育・保育従事者


　　各施設・事業所の就業規則で定めた勤務時間を下回る者のうち、1日6時間以上かつ月20日以上勤務する者についても①と同様に取り扱うこととします。





①・②の従事者を配置基準等の定数の一部に充てる場合は、以下の通り、常勤職員数に換算することとします。


　＜常勤換算値を算出するための算式＞


　短時間勤務の教育・保育に従事する者及び常勤の教育・保育に従事する者以外の教育・保育に従事する者の1か月の勤務時間数の合計　÷　各施設・事業所の就業規則等で定めた常勤職員の１か月の勤務時間数　＝　常勤換算値（小数点第1位を四捨五入）





「幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて（通知）（平成26年11月28日付け府政共生第1104号・26文科初第891号・雇児発1128第2号）」の２．（２）に基づき、保健師、看護師又は準看護師を主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭とした場合における当該主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭は、学級を担任することはできないので留意すること。





「幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて（通知）（平成26年11月28日付け府政共生第1104号・26文科初第891号・雇児発1128第2号）」の２．（２）に基づき、保健師、看護師又は準看護師を主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭又は講師とした場合における当該主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭又は講師は、学級を担任することはできないので留意すること。





この特例を適用する場合の副園長若しくは教頭の資格の確認は、【３　職員資格】で行う。








- 42 -　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【２　職員の数等】

